
 

浦安市立高洲中学校 

学校地域連携運営協議会 

● コミュニティ・スクール（ＣＳ）とは 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校運営協議会制度（一般的名称）を導入した学校のこと

です。浦安市は｢学校地域連携運営協議会｣と称し、 その制

度を導入して「ＣＳ」を立ち上げ、保護者や地域の方が、一定の

権限を持って、学校運営に参画する協議機関として位置付け

ています。主な役割は、３つあります。 

①  校長の作成する学校運営の基本方針を承認する（必須） 

★学校運営のビジョンについて共有してください！ 

 

②  学校運営について、教育委員会又は校長に意見を述べること
ができること（任意） 

★地域の教育力により学校や児童生徒へ支援をお願いします！ 

 

③  教職員の任用に関して、教育委員会に意見を述べることがで
きること（任意）  

★ 個人を特定しない「一般的 かつ 建設的」なご意見をお伝
えください！ 

＊ 任用とは、昇任や転任等に関する事項を指します。 
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≪任用に関する意見の例≫ 
・地域連携の核となる「社会教育主事」の資格を有する教員 
の配置を要望 

・学校規模に応じて複数の教員免許を持った教員の配置を要望 

 

 

● 今、何故、必要か  

 

 

 

 

 

●導入率の現状は ＊2022年公表 文科省調査 

 

 
2022年度 学校種別のコミュニティ・スクール導⼊率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学校運営を支える、 

高洲中の応援団をお願いします！ 

〇学校と地域住民や保護者等が力を合わせて子どもたちの 

学びや育ちを支援する地域基盤を再構築していくことが課題。 

〇家庭教育力の多様化・複雑化の傾向から、社会総がかりで 

教育の質の向上を図る必要がある。 

〇コミュニティ・スクール導⼊率 

 全体の42.9％（⼩学校：49.0％、中学校：47.3％） 

 1万5,221校で、前年度より3,365校増加 
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● メリット・魅力は 

 
 

● 期待したい効果は 
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＜東京都三鷹市立小・中学校＞ 

 

 

 

＜福岡県春日市立小学校＞ 

 

 

 

 

 

＜その他の意見の例＞ 

・ 学習・生活習慣が整えられ「学力向上が見られるようになった」（中土佐町立小学校） 

・ 学力向上をめざすための「学力向上プロジェクト」などの組織を立ち上げた。（佐賀市立学校（小４校、中２校で運営）） 

 

 

 

 

＜福岡県春日市立中学校＞ 

 

 

 

 

＜岡山県岡山市立中学校＞ 

 

 

 

 

＜その他の意見の例＞ 

・子供に地域住民が以前よりも関心を示してくれるようになり、子供たちは地域で悪いことができなくなった。（川崎市立小学校） 

・（コミュニティ・スクールになるまでは）いじめ、不登校、暴力等について学校と話し合う機会はなかった。（学校運営協議会委員） 

・コミュニティ・スクールによって、明らかに子供たちが、元気にあいさつでき、問題行動がほとんどなくなっている。（同会委員） 

 

○ 平成20年度までに市内全校を指定し、全中学校区で小中一貫 

コミュニティ・スクールを推進。 

○ 学校運営協議会の実働組織（学習ボランティア等）の協力や、 

家庭の教育力向上によって学力向上に成果が出ている。 

○ 平成 17 年度にコミュニティ・スクールを導入。４つの課題別コミュニティ「学びコミュニティ」    

「心を育むコミュニティ」「体力コミュニティ」「安全安心コミュニティ」にわかれ、学校・家庭・地域の

三者協働により教育活動を推進。 

（例）学校⇒共学・協同の授業、家庭⇒生活習慣、家庭学習、地域⇒学校支援、人材ﾊﾞﾝｸ 

○ 家庭学習や基本的生活習慣の定着（朝食摂取、帰宅時間、８時間睡眠等） 

○ 学力が徐々に伸びて県平均よりも高い水準になっており、自尊心も高まっているとの実感。 

○ 平成18年度にコミュニティ・スクールを導入。 

 中学校区のコミュニティ・スクール間で、生徒指導上の 

課題等について課題を共有し、その解決に向けて協働 

による支援を充実。 

○ 住民による地域パトロール、声かけの徹底により、 

補導件数が激減。 

○ 平成17年度にコミュニティ・スクールを導入（26年度現在、市内151校を指定） 

○ 学校の荒れ・不登校など生徒指導上の課題を抱えており、中学校区での学校間・地域連携により情報共有・

課題解決に取り組むことで生徒指導上の課題を早期の段階で発見・対応。 

＜30日以上欠席者数＞ 

● 成果例①（学力向上への対応） 
 

● 成果例②（生徒指導上の課題への対応） 
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＜湘南市立小学校＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜武蔵村山市立中学校＞  

 

 

 

 

＜文部科学省ＨＰに掲載されている事例より＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成19年に学校運営協議会を設置し、22年度には学校支援地域本部を開始。 

○ 校内・校外の地域・ボランティアによる支援により、課題のある子供・家庭の課題解決に向けた取組を  

推進。 

・基礎・基本の積み上げ学習（家庭の積み上げ学習が成立しにくい子供への学びの提供） 

・特別支援教育対象児への学習支援 

・外国籍児童の日本語支援、教育ガイダンスの実施と情報ネットワークづくり 

・夏休み「店長修行」（就労体験６年・３年） など 

※「万引きを繰り返していた子供が、店長修行の後、万引きをしなくなった」（同校元校長） 

○ 平成25年度に学校運営協議会を設置。民生委員、青少年対策地区委員会委員なども参画。 

○ 学校及び学校運営協議会からの積極的な情報発信により、情報発信の不足が起因する保護者からの要望等

が減り、学校への理解が大きく進むとともに、保護者からの要望の多くが学校への相談・協力へと変化。 

● 成果例③（課題を抱えている子供・家庭への対応） 
 

● 成果例④（保護者からの要望等への対応） 
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● 委員 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【浦安市学校運営協議会の設置等に関する規則】 

第５条 協議会の委員は、６人以上１２人以内で組織する。 

第６条 委員は、次の各号に掲げる者のうちから教育委員会 

    が任命する。 

⑴  対象学校に係る地域住民 

⑵  対象学校に係る保護者 

⑶  対象学校の運営に資する活動を行う者 

⑷  学識経験を有する者 

⑸  対象学校の校長 

⑹   対象学校の教職員 

⑺  その他教育委員会が適当と認める者 

２ 教育委員会は法第 47 条の５第３項の規定により 

対象学校の校長から申出があったときは、前項の委員 

の任命について、当該校長から意見を聴取するものとする。 

３ 委員の任期は、任命する日からその任命の日の属する 

年度の末日までとする。ただし、補欠の委員の任期は、 

前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 ※注1 

５ 委員は、非常勤特別職とする。 

６ 委員の報酬は、教育委員会が別に定める。  

   

※注 1 ： 要綱 第 4 条  規則第 6 条第 4 項の規定による委員の再任は、連続する   

５年を超えることができない。ただし、教育委員会が特に必要があると認める

ときは、この限りでない。 
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● 協議会の主な役割 

① 校長の作成する学校運営の基本方針を承認

する。 

② 学校運営について、市教育委員会又は校長に

意見を述べることができる。意見 A 

＊ 地域の教育力や奉仕を学校へお願いします！ 

③ 教職員の任用に関して、教育委員会に意見を

述べることができる。意見 B 

＊ 個人を特定しない「一般的 かつ 建設的」な  

お考えをお伝えください！（P2 参照） 

④ 学校関係者評価を行う。 

 

 

 

 

高洲中の子ども

のために、 

一致団結！ 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&ved=0ahUKEwjj19nLkcrNAhUGlJQKHdx2C7YQjRwIBw&url=http://www.komei.or.jp/km/kainan-nakaya-etsuo/category/%EF%BD%90%EF%BD%94%EF%BD%81/&psig=AFQjCNFShJM92HNg659v4vEicHFkpt9Prg&ust=1467183186385418
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● 役割の概要 

①  承認 

校長の作成する学校運営の基本方針を承認する（必須）  

○ 学校長は協議会委員へ経営方針を説明し、承認を得る。 

○ 説明の際準備する資料は、「園・学校要覧」等である。

これらの資料に沿い、「学校教育目標やめざす児童生徒

像及び教職員像、経営の重点、現状と課題、年間行事  

予定」等、年間の方針の提案について、委員にはこれを

承認していただく。 

② 意見 A 

[学校運営に関すること][教育活動に関すること]について、

教育委員会又は校長に意見を述べることができる 

○ 学校行事や授業改善、生徒指導等に対し、建設的かつ

協力的なご意見をいただく。 

（例）「挨拶の指導に力を入れてほしい。」（学校へ） 

「特別教室にエアコンをいれてほしい。」（教育委員会へ） 

○ 家庭・学校・地域連携の視点で情報や意見の交換を  

行い、様々な対応について協力体制を構築し、臨んで 

いただく。 

・ 学校支援について  ・ 学校外支援について 

・ 地域社会作りについて 

○ 少年の健全育成を図るための意見交換を行い、様々な

対応について協力体制を構築し、臨んでいただく。 

 



9 

 

③ 意見 B 

教職員の任用に関して、教育委員会に意見を述べる  

ことができる 

○ 学校の課題解決や教育の充実のために、校内体制の 

整備充実に対するご意見いただく。 

（例） 

「初若年層の教員が急増する中、県教委や市教委の研修に

加えて、校内でも若手研修会を行ってほしい」（学校へ） 

「小学校に中・高の英語の免許を所有する教員の配置を 

お願いしたい。委員も協力して探していくが、教育委員

会も積極的に人材確保に努めてほしい。」（教育委員会へ） 

 

④ 学校関係者評価委員としての役割 

学校関係者評価委員として学校評価を行う 

○ 委員という立場を踏まえて学校運営についての評価 

 評価後は分析された成果と課題を把握し、その後の 

活動に生かしていただく。 

○ 評価委員会において、コミュニケーションを図り  

ながら議論を交わし、次年度の活動に生かしていただく。 

○ 園小中連携の共通項目について、発達段階における 

ギャップの解消等に関して、その後の連携の在り方を 

模索し、より一層の充実につなげていただく。 
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 （趣旨）  

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号。以下「法」と

いう。）第 47 条の５の規定により、学校運営協議会の設置及び運営に関し必要な事項を定めるものと 

する。 

 （名称）  

第２条 この規則の規定により設置する学校運営協議会は、学校地域連携運営協議会（以下「協議会」という。）

と称する。 

２ 次条の規定により協議会を設置した浦安市立小学校及び中学校（以下「学校」という。）は、浦安市     

コミュニティ・スクールと称する。  

（設置） 

第３条 浦安市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、法第 47 条の５第１項の規定により、別に定め

る学校に協議会を置くものとする。  

（協議会の運営方針）  

第４条 協議会は、教育委員会及び学校の校長の権限と責任の下、保護者及び地域住民等の学校運営への参画

や、保護者及び地域住民等による学校運営への支援・協力を促進することにより、学校と保護者及び  

地域住民等との間の信頼関係を深め、学校運営の改善及び児童生徒の健全育成並びに学校を取り巻く 

地域の課題解決に取り組むものとする。 

（組織） 

第５条  協議会の委員（以下「委員」という。）は、６人以上 12 人以内とする。  

（委員）  

第６条 委員は、次の各号に掲げる者のうちから教育委員会が任命する。 

 (1) 対象学校（法第 47 条の５第２項第１号に規定する対象学校をいう。以下同じ。）に係る地域住民 

 (2) 対象学校に係る保護者 

 (3) 対象学校の運営に資する活動を行う者 

 (4) 学識経験を有する者 

 (5) 対象学校の校長 

 (6) 対象学校の教職員 

 (7) その他教育委員会が適当と認める者 

２ 教育委員会は、法第 47 条の５第３項の規定により対象学校の校長から申出があったときは、前項の委員

の任命について、当該校長から意見を聴取するものとする。 

３ 委員の任期は、任命する日からその任命の日の属する年度の末日までとする。ただし、補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 委員は、非常勤特別職とする。 

６ 委員の報酬は、教育委員会が別に定める。  

（守秘義務等）  

第７条 委員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

２ 前項に定めるもののほか、委員は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 委員たるにふさわしくない非行を行うこと。 

(2) 委員としての地位を営利行為、政治活動及び宗教活動等に不当に利用すること。 

(3) その他協議会又は対象学校の運営に著しく支障を来す言動を行うこと。  

（会長及び副会長）  

第８条 協議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。ただし、当該対象学校の  

校長及び教職員は、会長及び副会長となることができない。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。  

（会議）  

第９条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 議決事項について、利害を有する委員は、当該議決事項に関して議決権を有しない。 

５ 会長は、会議録を作成し、保管しなければならない。 

浦安市学校運営協議会の設置等に関する規則 
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（会議の公開）  

第１０条 会議は、次の各号に掲げる場合を除き、公開する。 

(1) 当該対象学校の職員の採用その他の任用に関する事項について審議する場合 

(2) 前号に掲げるもののほか、特別の事情により協議会が公開するべきでないと認めた場合 

２ 会議を傍聴しようとする者は、あらかじめ会長に申し出なければならない。 

３ 傍聴人は、会議の進行を妨げる行為をしてはならない。  

（協議会の承認を得なければならない事項等）  

第１１条 法第 47 条の５第４項の教育委員会規則で定める事項は、次の各号に掲げる事項とする。 

(1) 対象学校の経営計画に関する事項 

(2) 前号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める事項 

２ 対象学校の校長は、法第 47 条の５第４項の規定により承認された基本的な方針に従い当該対象学校の 

運営を行うものとする。  

（学校運営に関する評価及び情報提供）  

第１２条 協議会は、対象学校の運営状況について毎年度１回以上の評価を行うものとする。 

２ 協議会は、対象学校に係る地域住民及び保護者等に対し、当該対象学校の運営及び当該運営への必要な  

支援に関する協議の結果に関する情報を積極的に提供するよう努めなければならない。  

（意見聴取）  

第１３条 協議会は、法第 47 条の５第６項の規定により教育委員会に対して意見を述べるとき又は同条第７

項の規定により任命権者に対して意見を述べるときは、あらかじめ、当該対象学校の校長の意見を聴取

するものとする。 

（対象学校の職員の任用に関する協議会の意見）  

第１４条 法第 47 条の５第７項の教育委員会規則で定める事項は、次の各号に掲げる事項とする。 

(1) 学校運営の基本的な方針の実現に資する対象学校の職員の任用に関する事項（特定の職員の任用に関する

事項を除く。次号において同じ。） 

(2) 対象学校の教育上の課題を踏まえた当該対象学校の職員の任用に関する事項  

（研修）  

第１５条 教育委員会は、委員に対し、協議会及び委員の役割、責任等について正しい理解を得るため、必要

に応じて研修を行うものとする。  

（指導及び助言）  

第１６条 教育委員会は、協議会の運営状況について的確な把握を行い、必要に応じて協議会に対して指導及

び助言を行うものとする。 

２ 教育委員会及び当該対象学校の校長は、協議会に対し、協議会が適切な活動を行うことができるよう必要

な情報を提供するものとする。  

（協議会の適正な運営の確保のために必要な措置）  

第１７条 教育委員会は、前条第１項の規定による指導及び助言にもかかわらず、次の各号のいずれかに該当

する事由が発生した場合は、当該協議会の適正な運営を確保するために必要な措置を講ずるものとする。  

(1) 協議会としての活動の実態がないと認められる場合 

(2) 協議会としての合意形成が行えないと認められる場合 

(3) 前２号に掲げるもののほか、対象学校の運営に支障が生じ、又は生ずるおそれがあると認められる場合  

（委員の解任）  

第１８条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、委員を解任することができる。 

(1) 委員が第７条の規定に違反した場合 

(2) 委員が心身の故障のため職務を遂行することができない場合 

(3) 本人から辞任の申出があった場合 

(4) 前各号に掲げるもののほか、解任に相当する事由が生じた場合 

２ 当該対象学校の校長は、委員が前項各号のいずれかに該当すると認められるときは、直ちに、教育委員会

に報告しなければならない。 

３ 教育委員会は、委員を解任する場合は、その理由を示さなければならない。 

（委任）  

第１９条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が別に定める。 

附 則 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 



12 

 

 

最後に… 

学校地域連携運営協議会は、学校の運営方針を 

ご理解いただくことを土台に、委員の皆様自らが 

学校の運営に参画していただくことによって、学校

をより良くしていこうとする仕組みです。 

教職員と委員の皆様が一致団結し、高洲中学校の

生徒一人一人が志を高く掲げ、自分色に光り輝ける

ように手を携え、最幸の学校を目指します！ 

 

『子どもたちの健全な心身の伸長と  

高洲中学校のさらなる発展のために…』 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


